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建設業の新規高校卒業就職者の離職状況分析（全産業及び製造業との比較） 

労働市場分析レポート   第 90 号         平成 30 年７月 31 日 

１．建設業における若年者の確保の重要性 

建設業においては、他産業と比べ高齢化が進行している中、新規高校卒業

就職者の就職後３年目までの離職率は一貫して全産業・製造業を上回って

おり、将来の担い手確保が懸念されている（図１）。 

 

２．規模別離職率の建設業と全産業・製造業との比較  

  この離職率について、事業所従業員数の規模（以下「規模」という。）別

に調べてみると、建設業では「４人以下」（61.8％）と「1,000 人以上」

（18.5％）に３倍以上の開きがあるように、規模が小さくなるほど離職率

が高くなっており、この傾向は全産業・製造業も同様である（図２）。また、

建設業と全産業について規模別に離職率を比較してみると、全体（全規模）

では上記１のとおり建設業の方が高いが、規模別では「５人以上 29 人以下」

を除く全ての規模において、全産業の離職率の方が高くなっている。 

 

３．規模別離職者数の分布に関する建設業と全産業・製造業との比較 

上記２の逆転現象は、建設業の場合、規模別で２番目に離職率の高い  

「5 人以上 29 人以下」事業所の離職者数が全離職者数に対してほぼ半数

（47.5％）を占め最も大きいが、全産業は、離職率が規模別で２番目に低い

「100 人以上 499 人以下」事業所の離職者数が全離職者数に対して 32.1％

と最も大きくなっていることなどによるものである（図２参考データ）。な

お、製造業は全ての規模において建設業よりも離職率が低い。 

 

４．経過年数別 離職者割合の建設業と全産業・製造業との比較 

また、就職後３年目までの全離職者数に対する、経過年数別離職者数の割

合をみてみると、建設業、全産業及び製造業のいずれも、就職後１年目の離

職者数が一番多く40％以上を占め、次いで２年目が30％以上、３年目が20％

以上となっており、産業間での大きな差はなかった（図３）。なお、規模別

に調べてみると、建設業の 500 人以上規模の事業所については、２年目離職

者の方が、３年目離職者の割合より低かった（図４）。 
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問い合わせ先 

職業安定局雇用開発部雇用開発企画課 

建設・港湾対策室   大原・内野 

直通：03-3502-6777 

 

５．建設業における若年者確保対策の留意事項 

以上から、建設業における若年者確保対策については、規模が小さい事業

所ほど離職率が高い傾向にあること、新規高校卒業者の小規模事業所への

就職する者の割合が高いこと、規模別にかかわらず就職後間もない時期に

おいて離職率が高いことに留意する必要がある。 

 

 

 

 

※資料出所の「厚生労働省職業安定局取りまとめ」の算出方法 

 

事業所からハローワークに対して、雇用保険の加入届が提出された新

規被保険者資格取得者の生年月日、資格取得加入日等、資格取得理由か

ら学歴ごとに新規学卒者と推定される就職者数を算出し、更にその離職

日から離職者数・離職率を算出している。 
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資料出所： 厚生労働省職業安定局取りまとめ（※本文に記載） 
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図１ 新規高校卒業就職者の３年以内の離職率の推移 
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（図２参考データ：調査対象者のうち規模別離職者数の内訳） 

離職者数 全体 
4 人以下

事業所 

5-29 人事

業所 

30-99 人

事業所 

100-499

人事業所 

500-999

人事業所 

1000 人以

上事業所 

全産業 
69,588 人 

(100.0%) 

2,273 人 

(3.3 %) 

13,695 人 

(19.7%) 

19,014 人 

(27.3%) 

22,328 人 

(32.1%) 

5,451 人 

(7.8%) 

6,827 人 

(9.8%) 

建設業 
7,140 人 

(100.0%) 

611 人 

(8.6%) 

3,393 人 

(47.5%) 

1,950 人 

(27.3%) 

994 人 

(13.9%) 

110 人 

(1.5%) 

82 人 

(1.1%) 

製造業 
4,074 人 

(100.0%) 

52 人 

(1.3%) 

500 人 

(12.3%) 

1,118 人 

(27.4%) 

1,761 人 

(43.2%) 

399 人 

(9.8%) 

244 人 

(6.0%) 

資料出所：厚生労働省職業安定局取りまとめ（※本文に記載） 
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（※注）数値は、就職後３年目までの離職者数全体に対する経過年数別離職者数の割合。 

資料出所：厚生労働省職業安定局取りまとめ（※本文に記載） 
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図３ 経過年数別の新規高校卒業就職者の離職者割合 
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（※注）図３の規模別分析 

資料出所：厚生労働省職業安定局取りまとめ（※本文に記載） 
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図４ 経過年数別・規模別の新規高校卒業就職者の離職者割合 
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